
新

年生に年25回、４年

規

生に年12回

、１～３

完

年生に年８回、外国語

了

指導助手（ALT）を

事

派 、１～３年生に年８

業

回、外国語指導助手（

ゼ

ALT）を派

遣する。

ロ

遣する。

予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　予定

平成29年度　予定 平成30年度　予定

平成31年度　予定 平成32年度　予定

内部評価【二次】 1頁

平成２８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 中村健司

全体計画 経費区分 － 内線 3612

事務事業名 6730 小学校国際化教育推進事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 02010700 特色ある魅力的な学校づくりの推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100202 教育費・小学校費・教育振興費
科目

事業 030000 小学校国際化教育推進事業

事業目的 事業概要・効果 

児童が外国語を通して、言語や文化について理解を深 児童が直接外国人に接し、言語や文化について体験的

め、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度 に理解を深め、外国語の音声や基本的な表現に親しみ

を育んでいく。また、外部講師による研修を行い、教 ながらコミュニケーション能力を育てていけるよう

内

に

職員の外国語活動指

部

導能力を高めていく。

評

役立てる。

ＰＬＡＮ－

価

ＤＯ

年度実績及び予定

【

平成27年度　実績 平

二

成28年度　予定

市内

次

小学校へ、５・６年生

】

に年20回、４年生に

1

年12回 市内小学校へ

頁

、５・６年生に年25

平

回、４年生に年12回

成

、１～３年生に年８回

２

、外国語指導助手（A

８

LT）を派 、１～３年

年

生に年８回、外国語指

度

導助手（ALT）を派

　

遣した。 遣する。

平成

行

29年度　予定 平成3

政

0年度　予定

市内小学

評

校へ、５・６年生に年

価

25回、４年生に年1

事

2回 市内小学校へ、５

業

・６年生に年25回、

別

４年生に年12回

、１

シ

～３年生に年８回、外

ー

国語指導助手（ALT

ト

）を派 、１～３年生に

実

年８回、外国語指導助

計

手（ALT）を派

遣す

対

る。 遣する。

平成31

象

年度　予定 平成32年

評

度　予定

市内小学校へ

価

、５・６年生に年25

対

回、４年生に年12回

象

市内小学校へ、５・６



0.0
人員数

嘱託職員 0.1 0.1
（人）

臨時職員 0.0 0.0

正規職員 0.0 0.0

人　員 嘱託職員 270.5 270.5

コスト 臨時職員 0.0 0.0

計 270.5 270.5

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総額 7,103.5 7,207.5

（単位：千円）

平成27年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

小学校外国語活動講師謝礼
8節  報償費 2,750

11節 需用費 0

英語指導助手委託料
13節 委託費 4,083

15節 工事請負費 0

19節 負担金補助及び交付金 0

その他 0

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成27年度 平成28年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成27年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成27年度 平成28年度

決　　　算 予　　　算

事業費 6,833 6,937

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 6,833 6,937

正規職員 0.0



委

自信

が芽生え、積極的

託

にコミュニケーション

費

を取ろうという態度が

1

芽生えてくる。
評  

5

 価

コメント

・成果を

節

落とさずにコストを削

 

減する方法はあるか

効

工

 率 性 ・効率性向上

事

に努めているか 変わら

請

ない

・使用料などの受

負

益者負担や補助対象事

費

業の範囲など、財源確

1

保の余地はないか

直接

9

依頼する講師と、業者

節

委託の指導助手で、バ

 

ランスを取りながら実

負

施している。

評   

担

価

コメント

振り返り（

金

決算年度の取組み課題

補

）

夏休み期間中の教員

助

対象研修は、他の研修

及

と時期が重なり、参加

び

者が少なかった。

交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

平成28

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

小学校外国語活動講師

平

謝礼
8節  報償費 2

成

,854

11節 需用

2

費 0

英語指導助手委託

8

料
13節 委託費 4,

年

083

15節 工事請

度

負費 0

19節 負担金

当

補助及び交付金 0

その

初

他 0

ＣＨＥＣＫ

個別評

予

価

項目 評価観点 評価内

算

容

・市民の生命・財産

　

を守るため市が実施す

事

ることが必要不可欠な

業

事業であるか

・行政内

費

部の管理運営上必要な

の

事業であるか

必 要 

内

性 ・市が主体となり実

訳

施すべき事業か 高い

・

主

法的な根拠や公的関与

な

の妥当性はあるか

・目

節

的は結果（施策の目指

金

す理想）に結びついて

額

いるか

国際化教育の重

内

要性が高まり、外国語

容

によるコミュニケーシ

8

ョン能力の向上は必要

節

性が高いと評価してい

 

る。

評   価

コメン

 

ト

・事業の成果は上が

報

っているか

・目標に対

償

する達成度は十分か

有

費

 効 性 ・市民生活上

1

の課題解決に貢献して

1

いるか 有効

・行政内部

節

の管理上の課題解決に

 

貢献しているか

・事業

需

の目的が達成できるよ

用

うな事業内容になって

費

いるか

英語を母国語、

1

若しくは日常語として

3

使用している講師と直

節

接コミュニケーション

 

を図ることで、児童に



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

2020年、小５からの英語の教科化に向け、継続的に実 外国語を通じ、言語や文化についての

内

理解や積極的に

施する

部

。 コミュニケーション

評

を図ろうとする態度を

価

育んでいく

ために、継

【

続した事業の実施が必

二

要である。

外部評価

次

次

年度以降の方向性

外部

】

評価コメント

4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


